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HHHH21  21  21  21  ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１ HHHH22  22  22  22  ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１ HHHH23  23  23  23  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

HHHH24  24  24  24  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２ HHHH25  25  25  25  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [[[[0000....36363636]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

51/8251/8251/8251/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

0000....49494949
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
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財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成25年度基準財政収入額が1,505,233千円、同年度基準財政需要額が4,016,291千

円となり、平成25年度単年度の財政力指数は0.375となった。

平成23年度0.345、平成24年度0.359、平成25年度0.375、平均0.359となった。

※平成22年度0.344

各々の平均値より下回っている状況であり、地方税や地方交付税などの一般財源も

下回っていることから、自主財源確保に向けた取り組みが重要となるため、町税等の収

納率向上対策、未利用財産の売却、使用料手数料の見直し等を進めていく必要があ0.30
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [[[[14141414....4444%]%]%]%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

63636363////82828282
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実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

対前年度比3ヵ年平均で－0.6ポイント、単年度で－0.5ポイントとなった。これは、3ヵ年平均

では単年度実質公債比率が15.67％であった平成22年度分が算定から除外され、13.77％の

平成25年度分が算入されたことが要因である。単年度では分母側を構成する標準財政規模

が普通交付税の31,855千円の減があったものの、各種税の増等により前年度比79,784千円

の増額となり、分子側もH23年度借入分の元金償還開始に伴い60,415千円増となったが、水

道事業会計への繰り出し金が前年比13,716千円の減や一部事務組合への負担金11,105千

円の減、債務負担行為に係る償還金25,800千円の減及び控除額である基準財政需要額に
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将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [151.2%][151.2%][151.2%][151.2%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
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将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

対前年度比で－11.3ポイントとなった。これは分母側を構成する標準財政規模が前年

度比79,784千円の増等により、分母が前年度比57,286千円の増額となり、分子側も地

方債現在高がH25年度新発債（1,380,074千円）の影響により520,612千円の増となった

が、債務負担行為に基づく支出予定額が償還終了等により100,693千円の減、公営企

業等繰り入れ見込み額が償還残高減少に伴う繰り入れ割合の減等により367,908千円

の減、退職手当負担見込み額が退職支給率見直し等により109,884千円の減となり、ま

た、充当可能財源である基準財政需要額算入見込み額が過疎対策事業債、緊急防災

減債事業債等交付税措置の高い起債借入により393,727千円増となり365,839千円の減

となったことが要因である。
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財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [[[[92929292....8888%]%]%]%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

68/8268/8268/8268/82
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経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

経常収支比率については92.8％と1.9ポイントの増となった。主な要因として、歳入にお

いては、普通交付税31,855千円の減、歳出においては、予防接種事業費が経常的経費

への移行により扶助費0.8ポイント増、 学校給食センター建設事業債（平成22年度債）

及び統合中学校建設事業債（23年度債）の償還が本格的に開始されたことに伴い、義

務的経費である公債費が上昇し、公債費経常収支比率が0.9ポイント増、また、物件費

においては、25年度より幼保年齢区分けの実施に伴い、幼稚園教諭、保育士の大幅な

増員、労務単価改定による委託料の増及び電気料等の値上げによる需要費の増等に

より1.7ポイントと大幅な増となり、昨年度に引き続き比率が悪化しているため、引き続

き、財政の一層の健全化に取り組んでいく。
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人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[159159159159,,,,103103103103円円円円]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
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人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成25年度人件費1,322,956千円、物件費1,382,005千円、維持補修費132,380

千円で、福島県平均より81,695円下回っているものの、昨年度より14,852円、全

国平均より42,815円、類似団体比較で23,165円上回っている。

主な要因として、人件費が57,454千円減となったが、物件費が274,325千円増

と大きく増額となったことによる。

物件費の増額は、幼保年齢区分けの実施に伴う幼稚園教諭、保育士の増員、

労務単価改定等が増額の大きな要因である。
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ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [[[[95959595....6666]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
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ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

Ｈ24年度：104.4 Ｈ25年度：95.6 8.8ポイント減

変動の要因としては、国の地方公務員給与削減要請に基づく議員報

酬、職員給与の減額を実施したことと、採用・退職に伴う職員構成の変動

が挙げられる。
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人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[9999....19191919人人人人]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

46464646////82828282
全国平均全国平均全国平均全国平均
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人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

Ｈ24年度職員数 172人

Ｈ25年度職員数 169人

職員適正配置の徹底により、退職に伴う職員補充を数年間にわたり一

部見送るなどし、現在の職員数に至っている。平成26年度からは、新たな

定員適正化計画に基づき定員管理の適正化を遂行するとともに、行政経

営改革プランにより、業務内容の効率化と職員資質向上にを進め、行政

サービスの向上に努める。
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算入される災害復旧費等が臨時財政対策債、過疎対策事業債等交付税措置の高い起債

の借り入れにより39,653千円増等があり12,042千円の減となったことが要因である。
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（（（（4444））））----1 1 1 1 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析
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4,734,9894,734,9894,734,9894,734,989

人人人人(H(H(H(H26262626....1111....1111現在現在現在現在))))

人人人人(H(H(H(H26262626....1111....1111現在現在現在現在))))

ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

14141414....4444

151151151151....2222

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

HHHH21  21  21  21  ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１ HHHH22  22  22  22  ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１ HHHH23  23  23  23  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

HHHH24  24  24  24  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２ HHHH25  25  25  25  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

人件費人件費人件費人件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
67676767////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
23.723.723.723.7

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
22222222....9999

人件費人件費人件費人件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より1.4ポイント下回ったが、未だ全国平均より2.9ポイント、類似団体

平均値より2.8ポイント低く、福島県平均との比較においては、3.7ポイントと大

きく下回っている。

昨年度においては、これまでも、退職者数に対し新規採用職員数での完全

補充を見送るなどし、職員数の減少に努めてきているが、議員報酬・職員給

与の減額が前年比1.4ポイント減の大きな要因となっている。

(%)
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20.0

10.0

0.0

8888....4444

23232323....888824242424....666624.924.924.924.9
22222222....7777

24242424....8888

26262626....6666

28282828....000028282828....2222
26262626....3333

28282828....1111

物件費物件費物件費物件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
58585858////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
13131313....7777

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
14141414....1111

物件費物件費物件費物件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より1.7ポイント上回り、全国平均より1.5ポイント、類似団体平均値よ

り2.1ポイント、福島県平均より1.1ポイント上回っている。

前年比274,325千円（24.8％）の増であり、主な要因は、平成25年度より幼

保年齢区分けの実施に伴い、幼稚園教諭、保育士の大幅な増員、労務単価

改定による委託料の増及び電気料等の値上げによる需要費の増等が挙げら

れる。

各々の平均値との比較では、依然、高い水準にあることから、今後も、これ

まで同様、行政経営改革プランに基づき、さらなる抑制に努めていく。

(%)
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23232323....8888

6666....9999

13.113.113.113.1
12121212....555512121212....1111

10101010....666610101010....7777

H25H24H23H22H21

15151515....222213131313....555514141414....3333
12121212....666613131313....4444

補助費等補助費等補助費等補助費等 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
12121212////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
10101010....0000

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
9999....8888

補助費等補助費等補助費等補助費等のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より1.0ポイント下回り、全国平均より0.5ポイント、類似団体平均値よ

り4.1ポイント、福島県平均より0.3ポイント下回っている。

主な要因は、補助金制度審議会において補助金の整理統合などの見直し

を行ってきたことによるものである。

今後も零細補助は見直すなど、さらなる補助金の整理合理化を図っていく。

(%)
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10.0

0.0 3333....3333

13131313....3333
13131313....222213131313....111114141414....4444

16161616....0000

9999....555510101010....555510101010....2222
12.212.212.212.213131313....0000

与の減額が前年比1.4ポイント減の大きな要因となっている。

今後も、行政経営改革プランに基づき、さらなる抑制を図っていく。

50.0

40.0 37373737....4444

H25H24H23H22H21

28282828....000028282828....222228282828....1111

扶助費扶助費扶助費扶助費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
14141414////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
11111111....3333

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
7777....2222

扶助費扶助費扶助費扶助費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より0.8ポイント上回り、全国平均より7.3ポイント、類似団体平均値

より1.8ポイント、福島県平均より3.2ポイント下回っている。

前年比1,215,096千円（64.3％）の減となっているが、臨時的実施であった県

南・会津・南会津地域給付金事業の完了によるものであり、自立支援給付費

などの経常的経費が上昇傾向にあることが挙げられる。

(%)
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4444....44444444....3333

H25H24H23H22H21

4444....0000

3333....2222
4444....1111

3.43.43.43.43333....2222

そのそのそのその他他他他 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
66666666////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
12121212....9999

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
14141414....8888

そのそのそのその他他他他のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より0.9ポイント上回り、全国平均より4.3ポイント、類似団体平均値

より3.0ポイント、福島県平均より2.4ポイント上回っている。

主な要因は、国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険の会計にお

いる繰出金の増であり、人口は減少傾向にあるものの、高齢化により、高齢

者に対する医療費や介護給付費が上昇していることが挙げられる。今後は、

医療費や介護給付費、被保険者数や要介護認定者数の推移を見ながら、適

正な保険税・料率を設定していく必要がある。
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40.0

30.0
24242424....9999

H25H24H23H22H21

公債費公債費公債費公債費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
64646464////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
18181818....6666

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
16161616....6666

公債費公債費公債費公債費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より0.9ポイント上回り、全国平均より1.7ポイント、類似団体平均値

より2.7ポイント、福島県平均より3.7ポイント上回っている。

前年比36,704千円（3.8％）の増であり、学校給食センター建設事業債（平成

22年度債）及び統合中学校建設事業債（23年度債）の償還が本格的に開始

されたことによるものであり平成22年度から上昇を続けている。今後、投資的

事業について抑制を図り、地方債の発行を最小限にとどめるよう努めていく。
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公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
45454545////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
71717171....6666

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
68686868....8888

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より1.0ポイント上回り、全国平均より0.9ポイント、類似団体平均値よ

り2.3ポイント、福島県平均より3.7ポイント上回っている。

扶助費においては、類似団体順位14/82位、補助費等においては12/82位

だが、人件費67/82位、物件費58/82位が前年比増の要因となっている。

行政経営改革プランに基づいた、より一層の歳出全体の削減に努めてい

く。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,322,956 76,983 76,983 0.0
51,178 2,978 8,074 ▲ 63.1

219,772 12,789 11,657 9.7
- - 448 -
- - - -

90,962 5,293 3,486 51.8
59,451 3,459 1,601 116.1

▲ 162,615 ▲ 9,463 ▲ 9,493 ▲ 0.3
1,581,704 92,040 92,756 ▲ 0.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

9.19 8.78 0.41
95.6 96.3 ▲ 0.7

（注）住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

994,367 57,862 53,752 7.6

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額

（（（（4444））））----2 2 2 2 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

51515151,,,,333333333333

166166166166,,,,633633633633

92929292,,,,756756756756

95959595,,,,10610610610697979797,,,,857857857857

95959595,,,,391391391391

91919191,,,,977977977977

H25H24H23H22H21

92929292,,,,040040040040

98989898,,,,27227227227299,62999,62999,62999,629

95959595,,,,279279279279

96969696,,,,369369369369

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値
(円)

994,367 57,862 53,752 7.6

- - - -

- - 8 -

123,135 7,165 15,811 ▲ 54.7

49,348 2,872 3,371 ▲ 14.8

105,619 6,146 1,425 331.3

273 16 8 100.0

▲ 41,994 ▲ 2,444 ▲ 3,247 ▲ 24.7

▲ 671,142 ▲ 39,054 ▲ 45,760 ▲ 14.7

559,606 32,564 25,369 28.4
※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H21 919,787 51,259 34.0 57,455 39.8 ▲ 5.8

うち単独分 584,838 32,592 40.8 33,958 43.6 ▲ 2.8
 H22 1,486,631 83,853 63.6 71,812 25.0 38.6

うち単独分 883,769 49,849 52.9 35,025 3.1 49.8
 H23 1,639,868 93,632 11.7 61,557 ▲ 14.3 26.0

うち単独分 758,282 43,296 ▲ 13.1 32,497 ▲ 7.2 ▲ 5.9
 H24 2,865,046 164,838 76.0 69,806 13.4 62.6

うち単独分 932,722 53,663 23.9 32,823 1.0 22.9
 H25 1,659,231 96,551 ▲ 41.4 74,444 6.6 ▲ 48.0

うち単独分 1,140,481 66,365 23.7 34,175 4.1 19.6
 過去５年間平均 1,714,113 98,027 28.8 67,015 14.1 14.7

うち単独分 860,018 49,153 25.6 33,696 8.9 16.7

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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（円）
人口1人当たり決算額の推移

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値
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26262626,,,,91191191191129292929,,,,101101101101

33333333,,,,26426426426433333333,,,,854854854854

H25H24H23H22H21

32323232,,,,564564564564
32323232,,,,88988988988936363636,,,,38438438438437373737,,,,29329329329338383838,,,,493493493493

うち単独分 860,018 49,153 25.6 33,696 8.9 16.7H21 H22 H23 H24 H25

当該団体値 類似団体内平均値

3/3


